
総
務
省
は
8
月
31
日
、
「
平
成

30
年
度
の
地
方
財
政
の
課
題
」
を

公
表
し
、
30
年
度
の
①
地
方
交
付

税
概
算
要
求
の
概
要
②
地
方
財
政

収
支
の
仮
試
算
（
概
算
要
求
時
）

③
地
方
交
付
税
の
算
定
基
礎
―
な

ど
を
示
し
た
。

〔
地
方
交
付
税
概
算
要
求
の
概
要
〕

地
方
交
付
税
の
概
算
要
求
の
考

え
方
と
し
て
、
地
方
の
一
般
財
源

総
額
に
つ
い
て
は
、
「
経
済
財
政

運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
2
0
1

5
」
（
1
9
4
6
号
5
面
に
記
事

を
掲
載
）
で
示
さ
れ
た
「
経
済
・

財
政
再
生
計
画
」
を
踏
ま
え
、
平

成
29
年
度
地
方
財
政
計
画
の
水
準

を
下
回
ら
な
い
よ
う
実
質
的
に
同

水
準
を
確
保
す
る
と
し
た
。

地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
、
財

源
調
整
機
能
と
財
源
保
障
機
能
と

い
う
本
来
の
役
割
が
適
切
に
発
揮

さ
れ
る
よ
う
総
額
を
確
保
す

る
と
し
た
。
地
方
団
体
へ
の

交
付
ベ
ー
ス（
出
口
ベ
ー
ス
）

で
、
29
年
度
比
2
・
5
％
減

の
15
兆
9
2
6
4
億
円
を
要

求
し
た
（
表
参
照
）
。
30
年

度
に
お
い
て
、
引
き
続
き
巨

額
の
財
源
不
足
が
生
じ
、
8

年
度
以
来
23
年
間
連
続
し
て

地
方
交
付
税
法
第
6
条
の
3

第
2
項
の
規
定
に
該
当
す
る

こ
と
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
か

ら
、
交
付
税
率
の
引
き
上
げ

を
事
項
要
求
と
す
る
。

東
日
本
大
震
災
の
復
旧
・

復
興
事
業
な
ど
に
つ
い
て
は
、

通
常
収
支
と
は
別
枠
で
整
理

し
、
地
方
の
所
要
の
事
業
費
、

財
源
を
確
実
に
確
保
す
る
と

し
、
事
項
要
求
と
す
る
。

概
算
要
求
は
、
仮
置
き
の

計
数
で
あ
り
、
経
済
情
勢
の
推
移
、

税
制
改
正
の
内
容
、
国
の
予
算
編

成
の
動
向
な
ど
を
踏
ま
え
、
地
方

財
政
の
状
況
な
ど
に
つ
い
て
検
討

を
加
え
、
予
算
編
成
過
程
で
調
整

す
る
。

〔
地
方
財
政
収
支
の
仮
試
算
〕

地
方
財
政
収
支
の
仮
試
算
に
お

い
て
、
一
般
財
源
を
29
年
度
比
0

・
6
％
増
の
62
・
5
兆
円
と
し
た
。

一
般
財
源
は
、
地
方
税
、
地
方
譲

与
税
、
地
方
特
例
交
付
金
、
地
方

交
付
税
、
臨
時
財
政
対
策
債
の
合

計
額
。

主
な
歳
入
で
あ
る
が
、
地
方
税

は
、
内
閣
府
の
「
中
長
期
の
経
済

財
政
に
関
す
る
試
算
」
に
よ
る
名

目
成
長
率
な
ど
を
用
い
て
試
算
し
、

29
年
度
比
0
・
7
％
増
の
39
・
3

兆
円
と
し
た
。
地
方
譲
与
税
等
は
、

同
0
・
8
％
減
の
2
・
6
兆
円
。

地
方
特
例
交
付
金
は
、
同
16
・
0

％
増
の
0
・
15
兆
円
。
地
方
交
付

税
は
、
前
述
の
と
お
り
。
臨
時
財

政
対
策
債
は
、
同
12
・
9
％
増
の

4
・
6
兆
円
と
見
込
ん
だ
。

臨
財
債
を
含
む
地
方
債
は
29
年

度
比
5
・
7
％
増
の
9
・
7
兆
円
。

国
庫
支
出
金
は
、
社
会
保
障
費
の

増
に
よ
り
、
同
1
・
7
％
増
の
13

・
8
兆
円
と
し
た
。

歳
出
の
う
ち
、
ま
ち
・
ひ
と
・

し
ご
と
創
生
事
業
費
を
29
年
度
と

同
額
の
1
兆
円
と
し
た
。
ま
た
、

歳
出
特
別
枠
で
あ
る
地
域
経
済
基

盤
強
化
・
雇
用
等
対
策
経
費
も
29

年
度
同
額
の
0
・
2
兆
円
と
し
、

取
り
扱
い
に
つ
い
て
は
、
経
済
・

財
政
再
生
計
画
を
踏
ま
え
、
予
算

編
成
過
程
で
必
要
な
検
討
を
行
う

と
し
て
い
る
。

〔
地
方
交
付
税
の
算
定
基
礎
〕

地
方
交
付
税
算
定
基
礎
（
表
参

照
）
で
あ
る
が
、
一
般
会
計
は
、

入
口
ベ
ー
ス
（
一
般
会
計
か
ら
交

付
税
・
譲
与
税
配
付
金
特
別
会
計

へ
の
繰
り
入
れ
）
に
お
い
て
、
29

年
度
比
0
・
1
％
増
の
15
兆
4
4

5
4
億
円
と
し
た
。
内
訳
は
①
国

税
4
税
の
法
定
率
分
等
14
兆
1
7

3
5
億
円
（
29
年
度
比
0
・
2
％

増
）
と
②
一
般
会
計
か
ら
の
加
算

分
1
兆
2
7
1
9
億
円
（
同
1
・

8
％
減
）
。
②
の
う
ち
、
臨
時
財

政
対
策
特
例
加
算
は
、
特
別
会
計

の
剰
余
金
の
活
用
が
で
き
な
い
た

め
、
同
10
・
5
％
増
の
7
3
5
2

億
円
と
し
た
。

特
別
会
計
は
29
年
度
比
46
・
3

％
減
の
4
8
1
0
億
円
と
し
た
。

内
訳
は
、
地
方
法
人
税
の
法
定
率

分
が
同
3
・
8
％
増
の
6
6
1
5

億
円
。
剰
余
金
の
活
用
が
28
年
度

の
税
収
悪
化
に
よ
り
0
円
。
前
年

度
か
ら
の
繰
越
は
2
年
連
続
で
0

円
と
し
た
。

第2026号10月5日平成２9年
（２０１7年）

（単位：億円）

増減率
C/B

0．2%

△1．8%

10．5%

0．1%

△46．3%

3．8%

皆減

－

△2．5%

増減額
（A－B）
C

350

△239

701

111

△4，145

240

△3，400

0

△4，034

平成29年度
当初予算額

B

141，385

12，958

6，651

154，343

8，955

6，375

3，400

0

163，298

平成30年度
当初要求額

A

141，735

12，719

7，352

154，454

4，810

6，615

0

0

159，264

区 分

国税4税の法定率分等 ①

一般会計からの加算分 ②

臨時財政対策特例加算（内数）

計（入口ベース） ①＋②＝③

計 ④

地方法人税の法定率分（内数）

剰余金の活用（内数）

前年度からの繰越

地方交付税総額（出口ベース）③＋④

一
般
会
計

特
別
会
計

地
方
交
付
税
の
概
算
要
求
の
概
要

地
方
財
政
収
支
の
仮
試
算

総務省
30年度

を
公
表

地
方
交
付
税
は
、
29
年
度
比
2
・
5
％
減
の
15
・
9
兆
円

表 平成30年度地方交付税算定基礎

※特別会計とは「交付税及び譲与税配付金特別会計」のこと。
※表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計、増減率が一致しない場合がある。
※平成30年度地方交付税算定基礎から抜粋して作成した。

〒102-0093
東京都千代田区平河町2-4-2
代表 TEL 03（3262）5234
旬報 TEL 03（3262）2309
発行人 滝本 純生

（1） 平成29年10月5日 第2026号
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30（年度）

（単位：兆円）

2928272622

7.71

5.60

4.53

3.79
4.05

4.57

―
執
行
三
団
体
か
ら
ヒ
ア
リ
ン
グ
―

臨
財
債
2
年
連
続
増

総
務
省
は
8
月
31
日
、
「
平
成

30
年
度
地
方
債
計
画
案
」
を
公
表

し
た
。

策
定
方
針
は
、
①
厳
し
い
地
方

財
政
状
況
の
下
、
地
方
公
共
団
体

が
地
域
に
必
要
な
サ
ー
ビ
ス
を
確

実
に
提
供
で
き
る
よ
う
、
地
方
財

源
不
足
に
対
処
す
る
た
め
の
措
置

を
講
じ
、
所
要
の
地
方
債
資
金
の

確
保
を
図
る
こ
と
。
②
「
平
成
30

年
度
予
算
の
概
算
要
求
に
当
た
っ

て
の
基
本
的
な
方
針
に
つ
い
て
」

（
2
0
2
1
号
3
面
に
記
事
を
掲

載
）
、
「
平
成
30
年
度
地
方
財
政

収
支
の
仮
試
算（
概
算
要
求
時
）」

（
1
面
に
記
事
）
を
踏
ま
え
る
こ

と
。な

お
、
東
日
本
大
震
災
分
に
つ

い
て
は
、
関
連
事
業
の
円
滑
な
推

進
の
た
め
、
公
的
資
金
で
所
要
額

全
額
の
確
保
を
図
る
こ
と
と
し
、

別
途
策
定
す
る
と
し
た
。

30
年
度
の
計
画
額
の
規
模
は
、

29
年
度
比
4
・
5
％
増
の
12
兆
1

4
7
9
億
円
。
地
方
債
は
23
年
度

か
ら
28
年
度
ま
で
毎
年
減
額
し
て

い
た
が
、
29
年
度
か
ら
2
年
連
続

で
増
額
と
な
っ
た
。

普
通
会
計
分
は
、
29
年
度
比
5

・
7
％
増
の
9
兆
7
1
2
9
億
円
。

こ
の
う
ち
、
地
方
財
源
の
不
足
に

対
処
す
る
た
め
の
臨
時
財
政
対
策

債
は
、
同
12
・
9
％
増
（
5
2
2

2
億
円
増
）
の
4
兆
5
6
7
4
億

円
。
臨
財
債
は
26
年
度
か
ら
28
年

度
ま
で
3
年
連
続
で
減
額
し
て
い

た
（
最
高
額
は
22
年
度
の
7
兆
7

0
6
9
億
円
）
が
、
29
年
度
か
ら

2
年
連
続
で
増
額
と
な
り
、
27
年

度
（
4
兆
5
2
5
0
億
円
）
と
同

水
準
と
な
っ
た
（
グ
ラ
フ
参
照
）
。

な
お
、
地
方
単
独
事
業
に
係
る
地

方
債
は
、
29
年
度
と
同
額
を
見
込

ん
で
い
る
。

公
営
企
業
会
計
等
分
は
、
29
年

度
と
同
額
の
2
兆
4
3
5
0
億
円

を
見
込
ん
で
い
る
。

地
方
分
権
改
革
有
識
者
会
議

（
座
長
�
神
野
直
彦
・
日
本
社
会

事
業
大
学
学
長
・
東
京
大
学
名
誉

教
授
）
の
提
案
募
集
検
討
専
門
部

会
（
部
会
長
�
髙
橋
滋
・
法
政
大

学
教
授
）
は
9
月
1
日
、
第
60
回

会
議
を
開
き
、
29
年
の
提
案
募
集

方
式
に
係
る
重
点
事
項
に
つ
い
て
、

地
方
三
団
体
（
全
国
知
事
会
・
全

国
市
長
会
・
全
国
町
村
会
）
か
ら

の
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
行
っ
た
。

ヒ
ア
リ
ン
グ
で
は
、
市
長
会
か

ら
、
提
出
資
料
を
も
と
に
、
全
体

と
し
て
前
向
き
で
積
極
的
な
検
討

を
求
め
た
。
た
だ
し
、
空
家
対
策

（
「
所
有
者
不
明
土
地
・
空
家
等

の
適
正
管
理
に
係
る
見
直
し
」
�

2
0
2
0
号
4
面
表
参
照
）
に
つ

い
て
、
対
策
自
体
は
積
極
的
な
検

討
を
求
め
た
が
、
地
方
自
治
体
が

法
定
相
続
人
か
ら
管
理
責
任
者
を

指
定
す
る
手
法
は
、
慎
重
に
検
討

さ
れ
た
い
と
し
た
。

ま
た
、
放
課
後
児
童
健
全
育
成

事
業
（
「
放
課
後
児
童
健
全
育
成

事
業
に
係
る
『
従
う
べ
き
基
準
』

等
の
見
直
し
」
�
同
表
参
照
）
に

つ
い
て
、
地
域
の
事
情
に
応
じ
、

地
方
に
任
せ
る
た
め
、
「
従
う
べ

き
基
準
」
の
廃
止
ま
た
は
参
酌
化

に
つ
い
て
検
討
す
る
よ
う
求
め
た
。

な
お
、
こ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
ま
で

に
、
提
案
総
数
（
3
1
1
件
）
の

公
表
、
重
点
事
項
（
51
事
項
・
96

件
）
の
検
討
（
2
0
2
0
号
3
・

4
面
に
記
事
を
掲
載
）
、
関
係
府

省
の
第
1
次
回
答
公
表
（
2
0
2

2
号
4
面
に
記
事
を
掲
載
）
、
こ

れ
を
受
け
た
議
会
三
団
体
の
回
答

（
2
0
2
4
号
1
面
に
掲
載
）
、

関
係
府
省
か
ら
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
が

行
わ
れ
て
い
る
。

会
議
資
料
な
ど
に
つ
い
て
は
、

内
閣
府
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（h

ttp

:
//w
w
w
.c
a
o
.g
o
.jp
/b
u

n
k
e
n

―su
ish
in
/k
a
ig
i/k
a

ig
ik
a
isa
i/te
ia
n
b
u
k
a
i60

g
ijish

id
a
i.h
tm
l

）に
掲
載
さ

れ
て
い
る
。

な
お
、
10
月
以
降
の
提
案
募
集

に
係
る
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
で
あ
る
が
、

10
月
上
旬
に
関
係
府
省
か
ら
の
第

2
次
回
答
を
公
表
。
そ
の
後
、
10

月
下
旬
に
か
け
て
提
案
募
集
検
討

専
門
部
会
で
関
係
府
省
か
ら
集
中

ヒ
ア
リ
ン
グ
を
行
い
、
並
行
し
て
、

関
係
府
省
折
衝
を
11
月
中
旬
ま
で

行
う
。
11
月
中
下
旬
に
地
方
分
権

改
革
有
識
者
会
議
・
提
案
募
集
検

討
専
門
部
会
合
同
会
議
を
開
き
、

対
応
方
針
案
を
了
承
し
、
12
月
中

下
旬
、
地
方
分
権
改
革
推
進
本
部
、

閣
議
で
、
対
応
方
針
が
決
定
（
28

年
は
12
月
20
日
に
決
定
）
さ
れ
る

予
定
と
な
っ
て
い
る
。

地
方
債
計
画
案
を
公
表

専
門
部
会
が
開
催

▼
議
長

▽
郡
山

佐
藤
政
喜（
9
・
4
）

▽
須
賀
川

佐
藤
暸
二（
9
・
4
）

▽
川
口

若
谷
正
巳（
9
・
4
）

▽
秦
野

阿
蘇
佳
一（
9
・
5
）

▽
有
田

万
賀
幸
雄（
9
・
6
）

▽
勝
山

丸
山
忠
男（
9
・
7
）

▽
仙
台

斎
藤
範
夫（
9
・
11
）

▽
高
砂

入
江
正
人（
9
・
12
）

▽
八
代

増
田
一
喜（
9
・
14
）

▽
富
谷

相
澤

榮（
9
・
15
）

▽
宇
和
島

清
家
康
生（
9
・
19
）

▼
副
議
長

▽
郡
山

遠
藤
敏
郎（
9
・
4
）

▽
須
賀
川

大
倉
雅
志（
9
・
4
）

▽
交
野

皿
海
ふ
み（
9
・
4
）

▽
秦
野

相
原

學（
9
・
5
）

▽
大
竹

細
川
雅
子（
9
・
5
）

▽
勝
山

北
川
晶
子（
9
・
7
）

▽
大
月

鈴
木
基
方（
9
・
7
）

▽
郡
上

田
代
は
つ
江（
9
・
8
）

▽
仙
台

菊
地
昭
一（
9
・
11
）

▽
多
賀
城

伏
谷
修
一（
9
・
12
）

▽
高
砂

福
元

昇（
9
・
12
）

▽
八
代

田
方
芳
信（
9
・
14
）

▽
氷
見

萩
山
峰
人（
9
・
15
）

▽
金
沢

秋
島

太（
9
・
19
）

▽
宇
和
島

赤
松
孝
寛（
9
・
19
）

▼
事
務
局
長

▽
倉
吉

森
石

学（
4
・
1
）

▽
大
竹

中
曽
一
夫（
4
・
1
）

▽
指
宿

岩
下
勝
美（
4
・
1
）

議議
会会
人人
事事

総務省

30年度

※数字は小数点第3位を四捨五入している。
※地方債計画（22、26～29年度）、地方債計画（案）（30年度）を基に本紙が
作成。
※22、26～29年度は計画額、30年度は計画額（案）
※22年度は過去最高額

グラフ 臨時財政対策債の推移（当初）

提案募集

第2026号 平成29年10月5日 （2）全 国 市 議 会 旬 報
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地
方
分
権
改
革
有
識
者
会
議（
座

長
�
神
野
直
彦
・
日
本
社
会
事
業

大
学
学
長
・
東
京
大
学
名
誉
教

授
）
は
9
月
8
日
、
第
61
回
提
案

募
集
検
討
専
門
部
会
（
部
会
長
�

髙
橋
滋
・
法
政
大
学
教
授
）
と
合

同
で
第
30
回
会
議
を
開
き
、
第
1

次
回
答
、
ヒ
ア
リ
ン
グ
の
状
況
、

主
な
再
検
討
の
視
点
な
ど
に
つ
い

て
議
論
し
た
（
11
日
に
関
係
府
省

に
再
検
討
を
要
請
し
て
い
る
）
。

主
な
再
検
討
の
視
点
の
う
ち
、

市
が
提
案
し
、
重
点
事
項
と
な
っ

た
15
件
（
2
0
2
0
号
4
面
・
2

0
2
2
号
4
面
で
取
り
上
げ
た
も

の
）
に
つ
い
て
、
概
要
を
表
（
下

表
参
照
）
に
ま
と
め
た
。

会
議
の
終
わ
り
に
、
梶
山
弘
志

・
内
閣
府
特
命
担
当
大
臣
か
ら

「
議
論
を
踏
ま
え
、
地
方
か
ら
の

提
案
の
最
大
限
の
実
現
に
向
け
て

努
力
す
る
」
と
の
発
言
が
あ
っ
た
。

な
お
、
会
議
資
料
は
、
内
閣
府

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（h
ttp
:
//w

w
w
.c
a
o
.g
o
.jp
/b
u
n
k
e
n

―su
ish
in
/k
a
ig
i/k
a
ig
ik
a

isa
i/
k
a
ig
i30
g
ijish

id
a
i.

h
tm
l

）
に
掲
載
さ
れ
て
い
る
。

表 市が提案し、重点事項となったもの（2020号4面・2022号4面で取り上げたもの）
主な再検討の視点（概要）

①保育の質の代替策を講じれば、質は担保可能ではないか。②数
の問題だけでなく、施設整備や人材確保など地方部でも深刻な問
題であり、要件の緩和を検討すべき。③家庭的保育者以外の者が
1人で一時預かり事業ができるよう検討すべきではないか。

従うべき基準に起因した、全国的な放課後児童クラブの人材不足
を真摯に受け止め、基準の見直しを直ちに検討されたい（①直ち
に人員配置基準の見直しを検討されたい。資格制限規定の緩和は
早期に検討されたい。②児童厚生員研修と放課後児童支援員研修
の内容の類似性などを踏まえて検討されたい。）。

懸念の声があるという幼稚園団体への相談・説得など、現在の調
整状況を示されたい。

①一定の条件に合致する場合、定員減少について、「協議」を可能
とする仕組みを許容すべきではないか。②新制度の施行や環境な
どが変化している中、改めて検討すべき。

連携施設に地域型保育事業所を認めること、一時預かり事業など
の活用により代替保育の提供を認める措置が可能なのではないか。

実質的な受給額は減らず、年金制度の趣旨を損なっていないと言
える。現状に鑑み、具体的な見直し案を早期に検討されたい。

①児童手当からの徴収について、具体的な検討スケジュールを示
されたい。②私人への徴収委託について、通知内容、発出時期を
明示されたい。

兼務可能の迅速かつ確実な周知のため、具体的でわかりやすい通
知の発出、会議での周知を行われたい。

①成年後見人による代理申請を認めるよう検討すべきではないか。
②徴収金の上限額について、柔軟な対応が可能ならば、その旨が
明確に伝わるよう、通知の改正などで対応されたい。

予防接種事務について、早急に法改正に向け検討し、第2次ヒアリ
ングまでに結果を示されたい。法・省令の改正について関係者と
の調整を進められたい。

実情を踏まえた対応ができる仕組みにすべきではないか（①市町村
運営有償運送に事業用自動車の持ち込みも可能か示されたい。②軽
微な変更は、書面協議事項や報告事項にできるとすべきでないか。）。

①新たな仕組みの構築に向け、引き続き検討されたい。②地方公
共団体が法定相続人から指定した代表人が、他の法定相続人に助
言、指導などを伝達する仕組みを検討すべきではないか。

独自整備住宅について、公営住宅と同様にできないのであれば、
法律上の措置をとるべきではないか。

市町村による罹災証明書の発行が迅速かつ円滑に行える方策を検
討されたい。

30年度からでも点検手法を随時柔軟化し、点検頻度の運用見直し
を行うべきではないか。

提案名
「保育所等の児童福祉施設に係る『従
うべき基準』等の見直し」

「放課後児童健全育成事業に係る『従
うべき基準』等の見直し」

「幼保連携型以外の認定こども園の
認定等の権限の都道府県から中核
市への移譲」

「子ども・子育て支援新制度に関す
る見直し」

「家庭的保育事業等における連携施
設の要件緩和」

「児童扶養手当に関係する事務の見
直し」

「学校給食費の徴収に関する見直し」

「訪問介護のサービス提供責任者の兼
務に係る『従うべき基準』の見直し」

「生活保護制度関連の見直し」

「社会保障分野におけるマイナンバ
ー利用事務について情報連携の項
目を追加するよう見直し」

「地域公共交通に係る制度・運用の
見直し」

「所有者不明土地・空家等の適正管
理に係る見直し」

「地方公共団体が独自に整備した住
宅の公営住宅への転用を可能とす
る規制緩和」

「罹災証明制度の見直し」

「新技術等を活用した橋梁点検を可能
とするための点検手法等の見直し」

提案団体
宇治市、
須坂市、
直方市ほか

本巣市、
中津川市、
豊川市、
半田市、
出雲市ほか

松山市ほか

箕面市、
高岡市ほか

越谷市

奥州市

伊丹市、
横浜市ほか

八王子市、
狛江市

岐阜市、
郡山市ほか

豊田市ほか

上越市、
新潟市ほか

中津川市、
洲本市、
堺市ほか

掛川市、
袋井市ほか

注

豊田市ほか

番号
1

2

3

4

6

9

11

14

20

22

23

31

32

43

46

提提
案案
募募
集集
方方
式式

注）由布市、大分市、中津市、日田市、佐伯市、臼杵市、竹田市、豊後高田市、杵築市、宇佐市、豊後大野市、国東市ほか
※番号は重点事項の番号
※第30回地方分権改革有識者会議・第61回提案募集検討専門部会の資料（ただし、2、23の括弧書き部分については、再検討要請時の
個表）を基に本紙が作成。

―

再
検
討
の
視
点
を
提
示
、

関
係
府
省
へ
要
請
―

（3） 平成29年10月5日 第2026号全 国 市 議 会 旬 報
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平
成
29
年
度
地
方
議
会
図
書
室

等
職
員
研
修
会
を
8
月
24
日
・
25

日
に
開
催
（
2
0
2
4
号
3
面
に

掲
載
）
。
本
紙
で
は
、
2
0
2
5

号
か
ら
順
次
、
概
要
を
掲
載
し
て

い
る
。

今
号
は
、
重
森
貴
菜
・
呉
市
議

会
事
務
局
司
書
の
事
例
報
告「『
強

い
議
会
』を
支
え
る『
使
え
る
』議

会
図
書
室
」
に
つ
い
て
。
2
0
1

6
年
第
11
回
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
大
賞

優
秀
成
果
賞
を
受
賞
し
た
呉
市
議

会
の
取
り
組
み
を
紹
介
す
る
。

「
強
い
議
会
」
を
支
え
る

「
使
え
る
」
議
会
図
書
室

呉
市
議
会
事
務
局
司
書

重
森
貴
菜
氏

以
前
の
呉
市
議
会
図
書
室
は
、

議
会
基
本
条
例
に
「
機
能
強
化
に

努
め
る
」
と
し
た
が
、
「
使
え
な

い
」
資
料
が
山
積
す
る
物
置
状
態

で
、
図
書
購
入
費
も
年
間
2
万
円

し
か
な
か
っ
た
。
平
成
27
年
5
月
、

「
強
い
議
会
」
を
掲
げ
る
石
﨑
元

成
議
長
就
任
（
29
年
6
月
退
任
）

を
機
に
、
議
会
運
営
委
員
会
が
議

会
図
書
室
の
機
能
強
化
を
議
会
改

革
の
重
点
項
目
の
一
つ
と
し
た
。

議
会
事
務
局
は
、
議
会
図
書
室
を

物
置
状
態
か
ら
脱
却
さ
せ
る
た
め
、

新
庁
舎
建
設
を
控
え
、
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
チ
ー
ム
を
設
置
。
議
員
と
事

務
局
の
議
会
図
書
室
の
機
能
強
化

へ
の
思
い
が
一
致
し
、
改
革
が
大

き
く
前
進
し
た
。

事
務
局
で
は
、
▽
鳥
取
県
議
会

▽
鳥
取
県
▽
日
野
市
▽
鳥
羽
市
議

会
―
の
図
書
室
な
ど
の
先
進
的
取

り
組
み
を
視
察
、
議
運
で
も
、
三

重
県
議
会
図
書
室
、
日
野
市
市
政

図
書
室
を
視
察
。
特
に
、
日
野
市

で
は
図
書
室
の
規
模
で
は
な
く
、

調
査
や
相
談
な
ど
の
レ
フ
ァ
レ
ン

ス
機
能
が
重
要
で
、
そ
れ
に
は
司

書
が
必
要
で
あ
る
と
の
認
識
を
議

員
、
事
務
局
で
共
有
し
、
少
し
ず

つ
目
指
す
べ
き
図
書
室
像
が
見
え

て
き
た
。
塚
田
氏
の
掲
げ
る
「
一

般
質
問
に『
使
え
る
』議
会
図
書

室
」
を
参
考
に
、
目
指
す
べ
き
コ

ン
セ
プ
ト
を
「『
強
い
議
会
』を
支

え
る『
使
え
る
』議
会
図
書
室
を
つ

く
る
」
と
し
た
。

「
日
経
グ
ロ
ー
カ
ル
」
2
6
1

号
の
特
集
を
参
考
に
①
蔵
書
の
充

実
・
資
料
の
収
集
②
他
の
図
書
館

と
の
連
携
③
議
員
へ
の
積
極
的
な

情
報
提
供
④
レ
フ
ァ
レ
ン
ス
サ
ー

ビ
ス
の
強
化
―
の
4
点
に
つ
い
て
、

で
き
る
と
こ
ろ
か
ら
取
り
組
ん
だ
。

①
で
は
、
図
書
購
入
費
を
15
万

円
（
28
年
度
）
、
30
万
円
（
29
年

度
）
と
増
額
し
た
。
定
例
会
の
審

議
案
件
や
委
員
会
の
所
管
事
務
調

査
項
目
に
即
し
た
図
書
を
購
入
し
、

庁
舎
建
設
を
契
機
に
市
政
資
料
室

（
蔵
書
約
5
0
0
0
冊
）
と
併
設

し
た
（
合
計
1
0
4
平
方
メ
ー
ト

ル
）
。
議
会
図
書
室
の
蔵
書
は
約

1
0
0
0
冊
。
だ
が
、
予
算
・
面

積
か
ら
、
蔵
書
の
充
実
、
資
料
の

収
集
の
限
界
が
明
白
に
な
っ
た
。

そ
こ
で
、
②
の
他
の
図
書
館
と

の
連
携
と
な
る
。
27
年
11
月
か
ら
、

市
立
・
県
立
図
書
館
と
の
連
携
を

始
め
、
図
書
の
貸
し
出
し
、
有
料

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
用
い
た
レ
フ
ァ

レ
ン
ス
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
た
。
ま

た
、
専
門
性
の
高
い
レ
フ
ァ
レ
ン

ス
を
目
指
す
た
め
、
広
島
修
道
大

学
図
書
館
と
の
連
携
を
28
年
8
月

か
ら
始
め
た
（
大
学
と
の
連
携
は

全
国
で
2
例
目
）
。
同
大
学
は
法
、

経
済
、
商
な
ど
の
学
部
が
あ
る
文

系
の
総
合
大
学
で
、
蔵
書
の
5
割

が
議
会
審
議
に
関
連
性
の
高
い
社

会
科
学
分
野
と
な
っ
て
い
る
。

③
で
は
、
26
年
11
月
か
ら
「
議

会
図
書
室
情
報
紙
チ
ャ
ー
ジ
」
を

月
2
回
、
電
子
と
紙
の
2
つ
の
媒

体
で
発
行
し
、
新
着
図
書
、
雑
誌

目
次
情
報
、
各
地
の
先
進
事
例
な

ど
を
掲
載
し
た
。
「
突
進
す
る
」

「
充
電
す
る
」
と
い
う
意
味
が
あ

る
英
語
の
チ
ャ
ー
ジ
か
ら
、
積
極

的
な
情
報
提
供
・
充
電
と
い
う
意

味
を
込
め
た
。
ま
た
、
27
年
5
月

か
ら
、
図
書
室
の
一
画
に
設
け
た

「
一
般
質
問
に
『
使
え
る
』
特
集

棚
」
で
▽
子
ど
も
の
貧
困
▽
働
き

方
改
革
―
な
ど
、
「
ｍ
ｉ
ｎ
ｉ
特

集
棚
」
で
は
▽
ク
ラ
ウ
ド
ソ
ー
シ

ン
グ
▽
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
エ
コ
ノ
ミ

ー
―
な
ど
を
テ
ー
マ
に
、
一
、
二

か
月
に
1
回
の
更
新
ペ
ー
ス
で
展

示
。
一
般
質
問
の
資
料
に
も
な
っ

た
。
議
会
で
の
話
題
に
特
化
し
、

執
行
部
職
員
と
は
違
っ
た
発
想
・

気
付
き
で
の
情
報
提
供
に
留
意
し

て
い
る
。
さ
ら
に
は
、
28
年
10
月

か
ら
「
イ
ナ
ズ
マ
」
と
い
う
議
員

個
別
の
メ
ー
ル
サ
ー
ビ
ス
を
始
め

た
。
過
去
の
会
議
録
等
か
ら
各
議

員
の
キ
ー
ワ
ー
ド
を
設
定
、
関
係

す
る
新
聞
記
事
、
図
書
な
ど
の
情

報
を
、
ほ
ぼ
毎
日
、
タ
ブ
レ
ッ
ト

に
送
信
。
「
発
信
す
る
」
議
会
図

書
室
を
目
指
し
て
い
る
。

④
で
は
、
常
駐
の
司
書
（
嘱
託

職
員
）
1
人
を
28
年
4
月
か
ら
配

置
、
レ
フ
ァ
レ
ン
ス
機
能
の
向
上

を
図
っ
た
。
司
書
の
情
報
収
集
力

（
2
0
2
5
号
3
面
参
照
）
に
事

務
局
職
員
の
分
析
力
を
加
え
、
議

員
の
一
般
質
問
の
強
化
に
つ
な
が

る
こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。
ま
た
、

司
書
が
連
携
図
書
館
に
直
接
出
向

く
な
ど
し
、
調
査
イ
ン
フ
ラ
の
活

用
を
図
っ
て
い
る
。
司
書
の
能
力

向
上
は
欠
か
せ
ず
、
議
会
の
傍
聴
、

過
去
の
会
議
録
、
市
の
総
合
計
画

な
ど
各
計
画
の
読
み
込
み
な
ど
を

行
い
、
市
政
へ
の
「
土
地
勘
」
を

磨
い
て
い
る
。

こ
れ
ら
の
取
り
組
み
の
結
果
、

半
数
の
議
員
が
一
般
質
問
の
作
成

に
レ
フ
ァ
レ
ン
ス
を
、
32
人
中
30

人
の
議
員
が
議
会
図
書
室
を
利
用

す
る
な
ど
、
議
員
の
知
的
拠
点
と

し
て
の
議
会
図
書
室
に
な
り
つ
つ

あ
る
。

先
進
事
例（
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
大
賞
優
秀
成
果
賞
受
賞
）・

呉
市
議
会
の
取
り
組
み
を
学
ぶ

お
知
ら
せ

本
紙
10
月
15
日
付
け
第

2
0
2
7
号
は
、
第
2
0

2
8
号
と
併
せ
、
10
月
25

日
付
け
第
2
0
2
7
・
8

号
と
し
て
発
行
し
ま
す
。

災
害
救
助
法
を
適
用

台
風
18
号
に
よ
り
、
大
分
県
は

9
月
19
日
、
佐
伯
市
、
津
久
見
市

の
2
市
に
、
災
害
救
助
法
の
適
用

を
決
定
し
た
（
9
月
17
日
適
用
）
。

普
通
交
付
税
を
繰
上
げ
交
付

総
務
省
は
9
月
26
日
、
台
風
18

号
に
よ
り
多
大
な
被
害
を
受
け
た

佐
伯
市
、
津
久
見
市
の
2
市
に
対

し
、
普
通
交
付
税
の
11
月
定
例
交

付
分
の
一
部
（
30
％
）
14
億
円
の

繰
上
げ
交
付
を
決
定
し
、
27
日
に

現
金
交
付
し
た
。

10月5日現在の市区数
指定都市 20市
中核市 48市
施行時特例市 36市
一般市 687市
特別区 23区
計 814

議
会
図
書
室
研
修
会
の
概
要
②

講演する重森司書

第11回マニフェスト大賞優秀成果賞
を受賞（右が重森司書、中央が石﨑議
長（当時）、左は審査委員の廣瀬克哉・
法政大学教授）【写真提供＝呉市】
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